日中家電産業発展のダイナミズム--国際分業の展開と競争優位の変化(中) by 天野 倫文 & 範 建亭
日中家電産業発展のダイナミズム--国際分業の展開
と競争優位の変化(中)
著者 天野 倫文, 範 建亭
著者別名 Amano Tomofumi, Fan Jian Ting
雑誌名 経営論集
号 59
ページ 59-78
発行年 2003-03
URL http://id.nii.ac.jp/1060/00004935/
Creative Commons : 表示 - 非営利 - 改変禁止
http://creativecommons.org/licenses/by-nc-nd/3.0/deed.ja
日中家電産業発展のダイナミズム（中） 59
日中家電産業発展のダイナミズム（中）
―国際分業の展開と競争優位の変化―
天　野　倫　文　・　範　建　亭
Ⅲ　中国家電産業の発展と輸入代替化
　１　産業の形成と量産体制の確立
　２　輸入代替メカニズムの検証
Ⅳ　技術・外資導入と中国家電産業の発展
　１　中国の対外開放と技術・外資導入
　２　日本家電産業の対中技術移転と製品輸出
　３　現地生産による日本企業の市場参入
　1970年代末の改革開放が実施して以来、中国経済は目覚しい発展を遂げつつあり、近年では生産
大国、輸出大国として台頭してきている。なかでも、急成長した家電産業は注目を集めており、経
済改革・対外開放の成功を象徴する存在となっている。
　雁行形態論によれば、後発工業国における新産業の発展は、輸入→輸入代替化→輸出化の3段階
を辿る。後発の中国家電産業の発展は先進工業国へのキャッチアップとして捉えられるが、発展の
プロセス自体も輸入期から輸入代替化を経て輸出成長期に移行してきた。家電産業の発展要因を見
るうえで輸入代替の段階は興味深い時期である。中国の家電産業は当初、工業先発国に大きく立ち
遅れていたため、海外から生産技術の導入と製品の輸入から始まったが、その後迅速な輸入代替化
が進み、急速に産業が発展した。輸入代替化がどのようなメカニズムで進行し、導入された生産技
術と直接投資がいかなる役割を果たしたのかといった諸点について検討すべきであろう。
　そこで本篇では、まず中国家電産業の発展プロセスを明らかにした上で、輸入代替化の進行過程
とそのメカニズムを検証する。そして、日本の家電産業による対中技術移転と直接投資の実態を分
析し、中国の産業発展に果たした役割を考察したい。
Ⅲ　中国家電産業の発展と輸入代替化
１　産業の形成と量産体制の確立
　テレビをはじめとする中国の家電産業の雁行形態的発展過程は、第Ⅰ節の図Ⅰ－３に示されてい
るように、1980年代前半までの導入期、1980年代後半の輸入代替期、1990年代の生産拡大と輸出成
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長期の三つの時期に分けられる。それぞれの時期におけるカラーテレビ産業の様相は表Ⅲ－１に示
されているが、以下では産業の形成と量産体制の確立を中心に、カラーテレビ産業の歩みを概観し
よう。
(1) 発展の初期条件と産業の形成
　中国のカラーテレビの国産化は、日本を始めとする先発工業国より大幅に遅れていた。白黒テレ
ビの生産は1960年代から始まったが、トランジスタ式のカラーテレビの開発と試作は1970年代初期
にようやく成功した。日本や米国などもカラーテレビのトランジスタ化が1960年代末に実現されて
いたことを考えれば、中国のテレビ開発はそれほど遅れていなかったように思える。しかし決定的
な違いは、中国のトランジスタ化はごく一部の企業に留まっていたのに対して、日本では技術革新
が産業全体に波及したことである。また製品技術のみならず、生産管理や製造技術の面においても、
中国は日本をはじめとする先発工業国に大きく遅れをとっていた。
表Ⅲ－１　中国カラーテレビ産業発展の歩み
導入期(1986年以前)
　･北京、上海、南京でＣＴＶ試験放送開始('69)
　･トランジスタＣＴＶの開発・試作成功('73)
　･日本から第一次カラーブラウン管製造プラントの導入('78)
　･日本からカラーテレビ組立て３ライン、部品５ラインの導入('79)
　･初のテレビ合弁企業「福建日立電視機」設立('81)
　･各地で日本からＣＴＶ組立生産ラインの導入ラッシュ('84～'85)
　･ＣＴＶ国産化指導小組成立、第１回CTV国産化会議開催('85)
　･指定メーカー制、カラーブラウン管配分システムを実施('85)
輸入代替期(1986～93年)
　･日本から第二次カラーブラウン管製造プラントの導入('86)
　･初のブラウン管合弁企業「北京松下彩色顕像管」設立('87)
　･ＣＴＶ生産台数、1000万台突破('88)
　･ＣＴＶ購入に特別消費税と国産化発展基金の徴収('89)
　･ＣＴＶの国産化発展基金廃止('90)
　･ＣＴＶの配給キップ制廃止('91)
　･ＣＴＶの特別消費税、輸入調節税廃止('92)
生産拡大・輸出成長期（1994年以降）
　･ＣＴＶ輸入関税率の大幅な引下げ('94)
　･ＣＴＶ生産台数2000万台突破、輸出台数500万台突破('95)
　･四川長虹の値下げ攻勢にテレビ各社応戦、価格競争本格化('96)
　･ＣＴＶやブラウン管の生産ラインの新設と拡張に政府の禁止通達('97)
　･ＣＴＶ生産台数、3000万台突破('98)
　･ＣＴＶ価格の大幅な下落、ブラウン管メーカー８社共同で一時生産停止('99)
　･大手９社による価格カルテルの結成失敗、輸出台数1000万台突破('00)
(注)括弧内の数字は暦年を示す。
(資料）丸川（1996，1999）、郝（1999）、他多数。
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　1970年代以降、中国のカラーテレビ産業と世界との技術格差はさらに広がった。1970年代は家電
産業の要素技術において技術革新が続いた時期であった。製品技術では、真空管に代わってトラン
ジスタ、さらにＩＣの利用が進められていた。製造技術では、自動挿入機の導入によって生産性が
大幅に改善された。こうした技術革新に、日本の家電メーカーは相次いで成功し、カラーテレビの
生産量は急速に拡大した。これに対して、中国はトランジスタ化の開発に成功したものの、生産の
中心は白黒テレビであり、1978年に至ってもカラーテレビの年間生産台数は4000台以下であった。
しかも、製品の品質と生産効率が悪く、価格も高かったため、一般家庭には全く普及しなかった。
カラーテレビ産業が著しく立ち遅れた背景には、重化学工業優先の経済発展戦略が挙げられる。建
国から1970年代末までの30年間、中国は急速な工業化と経済発展を目指し、生産財生産部門へ投資
を集中する政策を採ってきた。一方、消費財を生産する軽工業は、長年にわたって停滞し、国民生
活に関わる日用品の生産さえ満足にはいかなかった。
　1978年から始まった経済改革では、重工業を重視した産業構造の歪みを是正することが重要な課
題となり、政府は国民生活の向上にも貢献できる消費財生産にも力を入れるようになった。軽工業
の発展については、いわゆる「六つの優先」政策がとられた。すなわち、(1)原料・燃料・動力の
供給、(2)既存企業の技術革新と設備改造、(3)基本建設の割当、(4)銀行融資、(5)外貨割当と技術
導入、(6)交通輸送における優遇である。また、経済改革が進むなかで、軍事関連産業は改革を余
儀なくされ、多くの軍需工場が日用工業品の生産に転換していった。一連の改革と産業構造調整の
もとで、家電製品をはじめとする耐久消費財の生産は拡大を始めた。
　なかでも、カラーテレビは高い成長が見込まれ、生産体制の編成や有力企業の育成などの産業振
興策が実施された。しかし当時は日本や欧米諸国との技術格差が大きく、生産技術と設備のほとん
どを外国からの導入に頼らざるをえなかった。1978年から79年にかけて、政府はカラーブラウン管
の製造ブランド、カラーテレビの組立ライン、及び部品生産ラインなどを、統一的な計画のもとに
指定企業に導入した。
　需要サイドにも大きな変化が生じた。経済改革の一環として、1970年代末から所得増加と消費拡
大に向けた施策が講じられ、農産物買付け価格と賃金の引上げなどが実施された。所得の上昇につ
れて、それまで抑圧されていた耐久消費財の需要が爆発的に伸びた。腕時計・自転車・ミシンとい
う従来の「三種の神器」が、テレビ・洗濯機・扇風機に取って代わった。新「三種の神器」の花形
商品であるテレビでは、白黒テレビからカラーテレビへの製品交代が進み、1984年頃からカラーテ
レビの需要が急増した。
　しかし当時は家電メーカーの量産体制が確立されておらず、増加した消費需要に対して、十分な
供給ができなかった。その結果、テレビ製品の輸入が急増し、生産技術や設備についても輸入が進
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んだ。1985年には全国で83工場がカラーテレビの生産を開始し、119本生産ラインが設置され、年
間生産能力は1700万台に達したが(1)、1984年に生産されたカラーテレビはわずか134万台であった
から、1985年にその十数倍という生産能力が海外から導入されたと考えられる。また完成品の量産
体制が整った後も、カラーブラウン管の国内生産能力は100万台前後と乏しく、ブラウン管を大量
に輸入しなければならなかった。
(2) 大量新規参入と量産体制の確立
　上述のごとく、外国との大きな技術格差や巨大な需給ギャップは、1980年代半ばの生産設備と製
品・部品の輸入ラッシュをもたらした。カラーテレビの国産化は急務となり、1985年に開かれた国
産化会議において、製品の国産化率の向上のみならず、部品、原材料、生産設備を含む産業全体の
国産化政策の方針が提出された。これにより、1980年代後半以降完成品と部品の輸入が厳しく管理
され、生産設備の導入も禁止されるようになった。
　また、政府当局は指定企業制などによって参入を制限し、生産量を配分して指定企業の育成と規
模の拡大を図った。カラーテレビのメーカーとしては、1970年代末に国有企業３社が指定されてい
たが、1980年代前半の生産ライン導入ラッシュによって、新規企業が急増し、1985年には78社と
なっていた。そこで電子工業部は再び58社を指定メーカーとし、ブラウン管の配分によって乱立し
た業界を再編しようとしたが、指定外企業によるカラーテレビの生産は根絶されず、新規参入が続
いた(2)。
　全国各地で多数の企業が参入した結果、産業発展の初期段階において、極めて分散的な産業組織
が形成された。カラーテレビの生産はチベット、青海省、寧夏自治区の３地域を除いた中国全土で
行われていたが、1985年では10万台以下の地域が17ヶ所に達し、上位４地域の生産集中度（ＣＲ
４）は57.8％であった。こうした状態は1990年代前半までに続き、1994年になっても生産量10万台
以下の地域は11ヶ所、ＣＲ４は60.5％であった(3)。
　このように、中央政府は指定メーカー制などで生産を統制し、家電産業を育成しようとしていた
が、多数の企業が参入し、重複投資が絶えず行われ、指定外のメーカーも生産し続けた。その背景
として、以下の諸点が指摘される。
　第一に、急速に増加した需要に対応できる既存の大企業が存在しなかった(4)。また、ほとんどの
企業は外国の量産技術を導入して生産ラインを立ち上げており、技術導入さえすれば新規参入が可
能であった。
　第二に、価格統制によって販売価格が高く設定されていたため、弱小メーカーでも収益をあげる
ことができ、既存企業の多くが温存されたまま、新規参入を増加させた(5)。
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　第三に、企業の自主経営権の拡大、地方分権の推進、貿易の自由化によって国内企業と地方政府
は新規投資の決定、外国技術や設備の導入を容易にできるようになった。このことは、生産統制の
効果を弱め、企業の乱立を許した。
　第四に、先進工業国の家電産業は1980年代から成熟化しつつあり、日本を中心とする外資系企業
が積極的な対外投資と技術移転を進めたため、中国企業が技術と設備の導入や量産体制を整備する
際には追い風となった。
　第五に、大規模な投資が必要とする基幹部品の生産は輸入や外資系企業の現地生産に依存してい
たため、完成品組立生産への参入障壁が低かった。
　かくして、中国の家電産業は早い時期から多数の生産企業が乱立し、競争し合う状態になった。
統一的な計画で産業を育成しようとする政府にとっては望ましくない結果であるが、市場経済に逆
行するような産業保護・育成政策は、当局の意図に反して、参入の増加と競争の激化をもたらした。
しかし一方で市場競争の論理から考えれば、活発な参入は急増した内需に対応した企業の極めて合
理的な行動であり、それがなければ、カラーテレビの量産体制がここまで急速に確立されることも
なかったであろう。
２　輸入代替メカニズムの検証
　ここまで、発展の初期条件や産業育成政策を中心にカラーテレビ産業の形成と量産体制の確立に
ついて概観してきたが、これだけでは急成長の要因を説明するには不十分であろう。発展過程のな
かでも重要なプロセスが輸入代替化期であるが、このプロセスがどのように進行し、いかにして国
産品が輸入品より割安となったのか、といった諸点を明らかにする必要がある。以下では輸入依存
度の推移と輸入・国内価格の変化を検証し、カラーテレビ産業の輸入代替メカニズムを明らかにし
てゆく。
(1) 輸入依存度と密輸入の検証
　カラーテレビ産業の雁行形態的発展は、輸入・生産・輸出等のデータによって図Ⅰ－３に示され
ているが、再度、輸入依存度（輸入の国内需要に占める比率）と輸出比率（輸出の国内生産に占め
る比率）を計算して、輸入代替化と輸出化の進行を見てみよう。図Ⅲ－１がそれである。輸入依存
度が低下すれば輸入代替が進行したとみなし、輸出比率が上昇すれば輸出化が進んだとみなす。同
図で明らかなように、中国のカラーテレビ産業の場合、輸入代替の進行が輸出化より先行していた。
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図Ⅲ－１　カラーテレビの輸入代替と輸出成長
（注）１．輸入依存度＝輸入÷内需、輸入の修正値は５カ国・地域の対中輸出合計を中国の輸入として計算
したもの。内需＝生産＋輸出－輸入、２．輸出・生産比率＝輸出÷生産。
（出所）範（2002）より抜粋。
　カラーテレビ産業は発展の初期において輸入に依存し、1985年に輸入台数は496万台でピークを
迎えた。しかし翌年では137万台まで急落し、それ以降も輸入が減少している。輸入数量を輸入・
内需比率で計算した結果（図Ⅲ－１の点線部分）をみると、カラーテレビの輸入依存度は1980年の
85％から急速に低下してきた。これに対して、輸出比率は1980年から次第に増加し、1990年代後半
には一時的に低下したものの、その後は順調に上昇している。1988年に輸出・生産比率が輸入依存
度を超えたことは、1970年代末から始まったカラーテレビ産業の輸入代替が、10年未満の間で完了
したことを意味している。産業の雁行形態的発展を分析する際、輸入量は重要なパラメータであり、
輸入量の急速な減少は輸入代替化の加速を意味する。1985年以降の輸入の激減から、カラーテレビ
の輸入代替化が急速に進行したとみなされる。
　ただし、カラーテレビの輸入に関するデータの利用には慎重な検討が必要である。なぜなら、中
国のカラーテレビ産業には従来から密輸入などの問題があり、税関の輸入統計は実際輸入された数
量を過小評価していると思われるからである(6)。統計に反映されていない密輸入の量を直接推計す
る方法は当然存在しないが、中国側の輸入統計を他国の対中輸出統計に照らし合わせることで、輸
入数量を検証し、間接的に密輸数量を推計する方法はある。範（2002）はこの手法で、1980年から
2000年までのカラーテレビの輸入数量を検証し、中国の輸入統計が実際に輸入された量を過小に評
価していることを示している。この研究によれば、中国側が統計した輸入量は世界各国の対中輸出
輸入依存度（未修正値）
輸入依存度（修正値）
輸出･生産比率
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の合計であるにもかかわらず、日本をはじめとする東アジア５カ国・地域の対中輸出より少なく、
その累積格差は2056万台にも達している。
　中国側の輸入統計が過小評価されているとすれば、輸入依存度も修正する必要がある。検証に利
用した５カ国・地域の対中輸出を中国のカラーテレビ輸入とみなして、その輸入依存度を修正して
みると、図Ⅲ－１に示されたように、その曲線は未修正値より遅いペースで低落し続け、輸出・生
産比率曲線に超えられたのは1990年であった。実際に密輸入されたカラーテレビの台数はその推定
値よりも大きいと考えると(7)、輸入代替化が実現された時期はさらに遅れていた可能性が高い。
　密輸入が発生する最大の要因は、輸入に対する厳しい制限である。それは高率関税のみならず、
輸入数量制限や輸入許可制などのような非関税障壁もあり、家電製品の輸入に対する厳格な規制政
策は長期にわたって実施されていた(8)。関税ゼロの密輸入品は政府にとって、関税収入の喪失、国
内市場秩序の混乱などで取り締まりの対象となるが、市場競争を激化させ、国内家電メーカーに生
産の合理化を促すなどの効果を通じて、家電産業の輸入代替化を促進させた一面もあったと考えら
れよう。
(2) 国内・輸入価格の変化と価格自由化
　上記の密輸入問題があったとしても、1990年代に入ってからカラーテレビの輸入依存度が著しく
低下していることは事実であり、輸入代替化は1990年代半ばまでほぼ達成されたとみてよい。輸入
代替化の成功裏に国内販売価格の引下げが重要である。つまり、輸入価格と国内価格との格差が輸
入の大きさに影響を与える要因であり、輸入品が国産品より安ければ輸入が増加となるが、逆の場
合は輸入が減少する。果たして輸入価格と国内価格の変化が輸入代替化の進行と一致しているのか、
表Ⅲ－２　カラーテレビの販売価格と輸入価格
（単位：元）
価格統制 浮動価格制と「専営」管理 価格自由化
81年 82年 85年 88年 89年 90年 92年 95年 97年
国産品価格
　14インチ 1200  998  998 998～1190 1690 1350 1180 1220 1013
　20インチ 1800 1500 1500 1500～1900 2800 2500 1830 1652 1260
　21インチ 3300 3250 2250 2682 2346
輸入価格
　関税除き  418  416  582  747  728  773 1855 2922 3041
　関税込み  753  749 1048 1493 1456 1546 3709 4626 4561
(注)１．国産品価格の89年と90年には国産化発展基金と特別消費税が含まれているが、それぞれ90年３月と
92年４月に撤廃された｡２．輸入価格は台あたり平均価格､人民元の対米公定レートで換算したもの。
(資料）１．92年までの国産品価格は丸川(1996)によるが、一部修正。92年以降は『中国物価年鑑』による。
　　　 ２．輸入価格と台数は『中国対外経済統計大全』、『海関統計年鑑』による。
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両者の格差はどのぐらいあるのか。以下では、カラーテレビの価格に関する諸問題を具体的に検討
してゆくことにする。
　カラーテレビの国産品と輸入の平均価格は表Ⅲ－２に示されている。国産品の価格は３品目しか
示していないが、1980年代ではそれが輸入価格より高く、1990年代では逆転されたことが表から読
み取れる。
　まず国産カラーテレビの価格変化について検討してみよう。カラーテレビの価格改革は大別して
表Ⅲ－２のように三つの時期に分けられる。1980年代半ばまでは価格統制された時期であり、カ
ラーテレビの販売価格は政府によって定められていた。改革開放後、価格改革も進められるように
なったが、初めは価格の自由化が農産物や日用雑貨などに限られ、工業製品の大半は1985まで依然
として価格統制の対象であった。カラーテレビの価格改革はさらに遅れており、1990年代初期まで
は価格の混乱と調整期であった。1992年頃から政府の管理と規制が撤廃され、本格的な価格自由化
が実現されるようになった。
　価格が厳しく管理されていた1980年代においては、カラーテレビの販売価格が安定していたが、
その高さは国民所得収入と比較するとよくわかる。表Ⅲ－２をみると、一番小さいサイズの14イン
チのカラーテレビでさえ、1985年までの公定価格は1000元前後であった。1984年当時のサラリーマ
ンの年収（平均賃金）が974元であったことを考えれば、その価格は一般市民の購買力を大きく上
回る非常に高いものであった。にもかかわらず、1985年頃からカラーテレビが家電消費ブームの主
役となった。しかし一気に拡大した需要に対して、当時の生産体制が対応できず品不足が深刻に
なった。
　供給不足により値上げの圧力が高まる中で、政府は1988年5月にようやく公定価格制をやめ、
20％範囲内の値上げが可能とする浮動価格制を導入した。しかし、当時は景気の拡大と価格改革の
進展により激しいインフレが発生しており、耐久消費財の品不足が深刻であった。カラーテレビの
需給ギャップがさらに拡大した結果、生産と流通は混乱する状況に陥り、闇市場での価格は政府の
指導価格を大幅に超えていた(9)。
　過剰な需要と流通の混乱を収拾するために、政府は1989年2月から、カラーテレビの販売に対し
て「専営」管理制度を導入した。その主な内容は二つに分けられる。第一に、販売と流通ルートを
厳しく制限したことである。カラーテレビの卸売は政府（当時の商業部）の計画によって統一的に
行われ、販売は「専営許可証」のある国営商店に限定された。第二に、販売価格を統一的に管理す
るとともに、特別消費税と国産化発展基金を導入したことである。つまり、政府は1988年に実施さ
れた浮動価格制を撤廃して、再び販売価格を統制したのである。
　しかし、1988年好調だったカラーテレビの販売は、「専営」管理制度によって1989年から一気に
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冷え込んだ。とくに合計900元（18インチ以上）となる特別消費税と国産化発展基金の導入は、消
費に打撃的な影響を与えたと言える。1989年1月～９月のカラーテレビ販売は8.5％下落し、２月～
４月の特別消費税の徴収も予測の７分の１に過ぎなかった。ところが、政府はすぐに改善策を出さ
ず、逆に「専営」管理制度を維持しようとしていた。1989年９月に開催された国務院の会議では、
値下げと減税をしない方針が決められた(10)。
　一方、輸入価格は表Ⅲ－２のように、価格自由化前の時期では国内価格に比べて相当低い水準に
あった。しかし当時では、輸入製品の販売価格も政府の指導で統一され、市場での実勢価格は国産
品よりむしろ高くなっていた。例えば、1989年２月に公布された輸入カラーテレビの販売価格に関
する政府の通知をみると、松下の14インチ、20インチ、21インチの指導価格（特別消費税込み）は
それぞれ2260、3410、4360元となっており、表Ⅲ－２に示した同じサイズの国産品より600～1000
元高くなっている(11)。外国製の価格が高くなるのは、性能やデザインなどの面での良さから当然
かもしれないが、問題はもともとの輸入価格（国際価格）が国内価格より相当安いにもかかわらず、
市場での販売価格は逆に高くなった点である。このように、輸入品の国内販売価格が管理され、し
かも国産品より高く規定されたことは、国内市場を保護する産業政策の存在を示唆している。
　1990年代に入ると国産品の価格は激しく変動した。1989年から起きた景気停滞の影響もあって、
1990年ではカラーテレビの販売不振が一層深刻となった。そうすると、同年３月に国産化発展基金
の撤廃、特別消費税の引下げなどが余儀なくされた。同時に上下10％内の価格浮動も認められたが、
実際に市場で値下げられた幅は政府規定の10％を大きく超えていた。つまり、カラーテレビの売れ
行きは一向回復しない中で、在庫に苦しむ企業は相次いで政府の規定を無視して大幅な値下げに踏
み切ったのである。こうして、「専営」管理制度が有名無実となり、1992年４月に価格統制や特別
消費税が余儀なく撤廃され、価格と流通の自由化がようやく実現された(12)。その後では、景気回
復と市場化の進展により、国産品の価格は1995年まで上昇していた。
　ところが、1990年代後半からカラーテレビの価格が大きく下落し、値下げ競争が繰り広げられて
きた。1996年３月に四川省の長虹電子集団は平均20％近くの値下げを実施したことをきっかけに、
カラーテレビ市場は本格的な市場競争に突入した。過剰生産と販売低迷を背景に各メーカーが競っ
て低価格型製品を打ち出し、市場シェアの確保と拡大に走った。価格競争の激化に対して、1999年
３月に政府はカラーテレビとカラーブラン管の不当価格競争を制止しようとする通知を打ち出した
が、価格下落に効き目がほとんどなく、例えば長虹の21インチと25インチカラーテレビの年末価格
は1月よりそれぞれ24％、19％引下げられていた(13)。大幅な値下げが継続的に行われてきた結果、
21インチのカラーテレビは2000年になると1000元を割って、10年前の価格の３分の１となった。
　他方、カラーテレビの輸入価格は1991年頃から急速に上昇しはじめた。急上昇の背景にはまず輸
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入数量の減少と輸入製品の高付加価値化などの要因が挙げられる。つまり、1990年代に入ると、一
部のハイテク品を除けば、輸入がほとんど国内生産によって代替されるようになり、さらに外資系
企業による現地生産が拡大した結果、カラーテレビの対中輸出が減少し、より付加価値の高い製品
にシフトしたと考えられる。
　また、輸入価格の上昇は、為替レートの大幅な切り下げによるところも少なくない。表Ⅲ-2に示
したように、関税を除いても1992年から輸入価格の急上昇が明らかであり、その背景には1994年1
月に変動相場制の一本化の実施に伴って為替レートが49％切り下げられたことが挙げられる。ただ
し、1997年以降、為替レートが比較的安定していたにもかかわらず、輸入平均価格（関税除き）が
1997年の3041元から、1998年の3558元、1999年の4601元、2000年の5496元に上昇しており、その要
因は、上述した輸入代替化の実現に伴う内外価格差の縮小と高付加価値へのシフトなどであろう。
Ⅳ　技術・外資導入と中国家電産業の発展
　前節では、産業育成、量産体制の確立、価格統制と自由化などの側面からカラーテレビ産業の発
展と輸入代替メカニズムを分析してきた。中国家電産業の急速な発展をもたらしたもう一つ大きな
要因は技術と外資の導入であり、なかでも日本の家電メーカーが量産技術・設備の輸出、現地生産
などを通じて積極的に中国市場に参入したことは象徴的である。以下では、技術・外資導入の背景
と特徴を分析し、日本家電産業による対中技術移転と直接投資が中国の産業発展に果たした役割を
検証する。
１　中国の対外開放と技術・外資導入
　近年では、目覚しい経済発展を遂げた中国は生産大国、輸出大国として台頭しつつあるが、その
急速な発展が独立進行したのではなく、貿易と直接投資を通じた国際分業の下で進められてきた。
直接投資は外貨の獲得、雇用の拡大、貿易の促進、さらに生産技術と経営管理ノウハウの移転など
の経済効果を通じて、中国の産業発展と技術進歩に大きく貢献し、高度成長を牽引してきたと言っ
ても過言ではない。
　改革開放前の30年間において、中国は閉鎖的な社会主義経済体制のもとで、一時期に旧ソ連、東
欧からプラント・設備と技術を導入した経験があるものの、外国民間企業による直接投資を受け入
れなかった。1970年代末から中国は対外開放路線に一転し、外資と技術導入政策は最も重要な一環
として実施されてきた。このような政策転換は、新中国成立以来の排外的自力更生の工業化路線に
対する反省からきている。中国指導部が社会主義建設の多くの失敗から得た教訓としては、経済発
展には世界の先進技術・設備などが不可欠であり、また外資導入体制の構築なしに海外直接投資の
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大規模な導入は不可能ということである。したがって、対外開放戦略の最大の目標は、外国の資本
や技術を利用して中国の経済発展を図ることにあった。
　かくして、1970年代末から中国政府は「沿海重視、外資重視」の対外開放政策を実施し、それま
で禁止していた外国からの直接投資を積極的に導入しはじめた。最初は沿海部、とくに広東省、福
建省の一部地域を特定の開放地域に限定するという地域傾斜的な外資導入政策から始まり、段階を
経て南から北へ、沿海地域から内陸地域へと広げていった。1990年代に入ると対外開放と経済改革
は加速化し、直接投資の導入に拍車がかかり、世界的にも対中投資ブームが沸き起こった。
　その結果、中国は最大の直接投資受入れ途上国として台頭した。1979年９月に第１号の合弁企業
が設立されてから2000年までの30年間余りの間に、導入された直接投資の累計額は3467億ドル（実
行ベース）にも達している。2001年からは経済の自由化やＷＴＯ加盟などが投資流入をさらに加速
し、2002年では米国を抜いて初の世界一の受入れ国となる見通しになっている(14)。プラントや特
許といった技術取引も1980年代から急速に増えてきている。1980年から1999年までの20年間に導入
された外国技術と設備の総額は1203億ドルで、改革開放前の30年間（1950～79年）の145億ドルに
比べて8.3倍も増加した(15)。
　このように、中国は対外開放に転換し、外国の経済力を国内の経済改革に結びつけることに成功
した。技術移転の観点から見れば、対外開放と外資導入政策の実施は、量的にも質的にもかつてな
い技術導入をもたらし、多方面にわたって中国の産業に「後発の利益」の享受することを可能にし
た。この点は以下のように整理される。
　第一に、技術と外資導入が広範囲に拡大された。従来は技術導入のすべてが国家独占の貿易機構
を通して行われ、しかも導入先は鉄鋼、石油化学のような重工業を中心とした国有企業であった。
しかし経済改革によって地方政府の導入が認可され、消費財工業における技術と外資導入も可能に
なった。技術導入に関する地方と各部門のプロジェクト審査・認可権限枠は1985年に100万ドルか
ら500万ドルへ拡大された。直接投資に関しては1988年に各省、自治区の審査権限が投資総額500万
ドル以下から1000万ドルへ、三つの直轄市と広東・福建両省では3000万ドル以下へ、それぞれ引き
上げられた。
　第二に、技術導入の内容と方式が多様化した。従来の技術導入にはプラントや機械設備のような
ハードウェアが圧倒的に多かったが、改革開放以後では、技術ライセンス契約による技術供与、委
託加工による技術合作、技術指導による工場改造など、様々な方式が採用され、技術知識や技術情
報のようなソフトウェア技術の導入の重要性が認識されるようになった。
　第三に、直接投資を通じた技術移転のチャネルが形成された。技術は製品技術のようなものもあ
るが、生産と経営に関する知識やノウハウも重要であり、直接投資は多方面にわたる経営資源を一
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括して移転することができる。また、技術輸入は１回限りの取引であるのに対して、直接投資によ
る技術移転は継続的に行われる。中国家電産業でも1990年代半ばに直接投資に関する規制が緩和さ
れ、外資系企業による参入が相次いだが、直接投資を通じた技術移転の効果は合弁パートナーや関
連産業に波及し、ローカル企業の技術力向上に貢献したと考えられる(16)。
　以上のように、対外開放と外資導入の実施は中国家電産業にも発展の転機をもたらした。家電産
業は先進工業国から立ち遅れていたため、技術格差を是正し、産業の自立化を図るために、海外か
ら技術導入や直接投資を利用せざるを得なかったが、その導入先として期待されたのが、戦後から
顕著な発展を続けてきた日本の家電産業である。
２　日本家電産業の対中技術移転と製品輸出
　第Ⅱ節で分析したように、日本家電産業の成長は輸出市場の拡大によるところが大きいが、技術
の成熟化に応じて比較的早い時期から海外生産に移行してきた。1970年代後半の対米輸出自主規制、
1980年代後半の急激な円高などは、消費地に近いところでの現地生産、及び労働力の安い地域での
現地生産を加速化させた。
図Ⅳ－１　日本電機産業の中国家電市場参入
(注)１．ＣＲＴはカラーブラウン管の略語。２．プラント輸出額は消費財電子・電気機械のみ、契約額300
万ドル以上のもの。３．直接投資額は電機産業のみ、届けベース。
(資料)『日本貿易月表』、『日中経済交流』、『資料日中経済』、『ジェトロ投資白書』。
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　しかし1980年代からアジア諸国に生産拠点を移転させていたにもかかわらず、中国への進出は
様々な制約から進まなかった。この時期は主として完成品と部品の輸出、及びプラント輸出と技術
供与といったかたちで中国に関与していた。
　図Ⅳ－１はカラーテレビとブラウン管の中国向け輸出、及び電機産業の対中ブラント輸出と直接
投資の推移を示している。同図をみると、家電製品と生産設備の対中輸出は1980年代半ばに集中し、
短期間で急上昇している。カラーテレビと電子・電気関連のプラント輸出は1985年と86年にそれぞ
れピークを迎え、カラーブラウン管の輸出も1988年に過去最高を記録した。これに対して、電子・
電気関連の対中直接投資は1990年代に入ってから次第に拡大し、1995年をピークに低下している。
このように、日本家電産業の中国への関与は1980年代と1990年代では異なっており、完成品と生産
設備の輸出→基幹部品の輸出→現地生産という経過を辿ってきた。
(1) 製造設備と技術の提供
　まずは製造設備と技術の提供である。日本のテレビメーカーの対中技術移転はチューナーやＩＣ
などを含む広範囲に及んでいたが、紙幅の制約もあり、ここでは組立ラインとブラウン管を中心に
紹介する。
　1970年代末にカラーテレビ産業の国産化政策のもとで、中国政府は量産技術と部品技術の導入を
計画し、日本の産業界に技術の協力を要請した。それを皮切りに、プラント輸出、技術供与、委託
加工、合弁などが活発し、家電の対中協力ブームが沸き起こった。
表Ⅳ－１　日本企業の対中技術・設備輸出（カラーブラウン管製造）
第一次導入（78年６月、陜西彩色顕像管廠）
　日立製作所：14/22吋ＣＲＴ、年産計96万本のプラント
　旭硝子：ＣＲＴ用ガラスバルブﾞ、年産100万本のプラント
　大日本塗料：ＣＲＴ用蛍光体、年産30万㌧のプラント
　大日本スクリーン：ＣＲＴ用シャドーマスク、年産170万枚のプラント
第二次導入（86年～88年）
　東芝－陜西彩色顕像管廠：21吋ＣＲＴ、年産160万本のプラント（86年12月）
　東芝－上海彩色顕像管廠：18/21吋ＣＲＴ、年産100万本のプラント（86年12月）
　住友電気硝子－安陽ガラス廠：ＣＲＴ用ガラスバルブﾞ、年産460万本のプラント（87年１月）
　旭硝子－成都市中国紅光電子管廠：ＣＲＴ用ガラスバルブﾞ、年産300万本のプラント（88年４月）
　化成オプトニクス－北京化工廠：ＣＲＴ用蛍光体、年産30万㌧のプラント（88年４月）
90年代以降の導入
　日立製作所－広東彩色顕像管廠：21/25吋ＣＲＴの生産技術（90年11月）
　日本電気硝子－石家荘電子有限公司：ＣＲＴ用ガラスバルブﾞの製造設備（93年５月）
　東芝－上海永新彩色顕像管/彩虹電子集団：ＣＲＴ技術供与、期間８年間、設備売却も（94年１月）
　三菱電機－上海永新彩色顕像管廠：大画面ＣＲＴの生産設備（99年７月）
(注）プラント輸出は機械の据付け、技術と操業指導などの内容も含む場合がほとんどである.
(資料)高城(1994)、日中経済協会編『日中経済交流』と『資料日中経済』各年版。
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表Ⅳ－２　日本企業の対中技術・設備輸出（カラーテレビ組立）
契約年月/建設地 相手先企業名 形態 内容（年産能力など）
松下電器産業
　79.12/北京 北京電視機廠 プラント 14/22吋年産15万台
　83.12/広州 広州広播設備廠 プラント 年産15万台
　84.6/南京 南京無線電廠 プラント 年産15万台
　84.6/青島 青島電視機廠 プラント 年産15万台
　84.7/北京 北京電視機廠、東風電視機廠 プラント それぞれ23万台、15万台
　84.9/撫順 遼寧無線電８廠 プラント 年産15万台
　85.4/綿陽 国営長虹機器廠 プラント 年産30万台
　93.5/北京 北京牡丹電子集団公司 技術供与 年産10万台（画王）
　95.12/成都 徳加拉電器有限公司 技術援助 契約期間３年
日本ビクター
　79.11/天津 天津無線電廠 プラント 14/22吋年産15万台
　84./天津 天津無線電廠 プラント 二期合計年産30万台
　84.9/瀋陽 瀋陽電視機総廠 プラント 14吋年産21万台
　84.9/襄樊・合肥 襄樊電視機廠、合肥無線２廠 技術供与 工場改造、14吋年産15万台
　84.12/成都・武漢 成都無線電１廠、武漢電視機廠 プラント 各14吋年産10万台
　84.12/広西 広西自治区の工場 設備・キット 18吋5万台キットと組立設備
　85.2/南通 南通電視機廠 プラント 年産21万台
　85.2/丹東 丹東電視機廠 プラント 年産15万台
　85.12/武港 武港電視機廠 プラント 年産15万台
東芝
　83.10/西安 黄河機器廠 プラント 年産15万台
　84.6/天津 天津電視機廠 設備・キット 18吋6万キットと組立設備
　84.11/内蒙古 内蒙古電視機廠 プラント 18吋9万台
　85.1/貴州 貴州電視機廠 プラント 14/18吋年産20万台
　85.1/杭州 杭州電視機廠 プラント 14/18吋年産15～20万台
日立製作所
　79.12/上海 上海電視機１廠 プラント 14/22吋年産20万台
　84.6/石家荘 石家荘電視機廠 技術供与 ＴＶ工場の改造
　85.3/福州 福建日立電視機有限公司 プラント 第二工場、年産40万台
三洋電機
　79.6/北京 東風電視機廠 技術供与 年産４万台
　85.1/重慶 重慶無線電３廠 プラント キットも含む
富士通ゼネラル
　85.11/福州・仏山 福州電視機廠、仏山国営無線廠 プラント 18/20吋年産20万台、15万台
ソニー
　84.2/深セン 華利電子有限公司 プラント 14/20吋年産６万台
(注)契約時期の一部は新聞報道ベースに基づく。他は表Ⅳ－１と同じ。
(資料)表Ⅳ－１と同じ。一部は筆者らによる松下電器産業本社へのインタビュー（2002年７月25日実施）。
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　カラーテレビの基幹部品と組立ラインの導入状況をみると、1978年に年産100万本のカラーブラ
ウン管（ＣＲＴ）一貫製造プラントが陜西省咸陽市の国有企業に導入され、その内訳はＣＲＴ組立
（日立）、ガラスバルブ（旭硝子）、蛍光体（大日本塗料）、シャドーマスク（大日本スクリーン）
となっている（表Ⅳ－１）。1979年には３つのＣＴＶ組立ライン（ＪＶＣ－天津、松下－北京、日
立－上海）（表Ⅳ－２）、５つの部品生産ライン（フライバックトランス：ＪＶＣ－北京、三洋－蘇
州、チューナー：ＮＥＣ－上海、ＮＥＣ－丹東、プリント基板：松下－上海）が指定企業に導入さ
れた。
　当時はカラーテレビに限らず、多くの産業で大規模な技術導入が計画されていた。1978年に契約
されたものだけでも総計63億ドルにのぼった。しかし、このような壮大な計画は外貨支払い能力を
オーバーしており、当時の党大会で「洋躍進」（外国技術による大躍進）として批判された。その
後、一部の石油化学や鋼鉄に関連するプラント契約の見直しが行われ、1982年頃までに海外からの
技術導入が縮小した。
　しかし、1980年代初期に経済の急成長、景気拡大、貿易収支の改善などを背景に、技術導入の気
運が再び盛り上がった。国家経済委員会は、1983～85年の3年間に3000件の技術導入を行い、機械
工業における大規模な「技術改造」（設備行進）を計画した。1985年には地方と各部門のプロジェ
クト審査・認可権限枠が拡大された。その結果、1983年から技術導入が再び活発化の傾向を示した。
また技術導入の方法も多様化し、従来のプラント一括導入方式から、技術指導を受けられるような
ＫＤ生産や技術供与契約などが加わった。中国の家電産業は日本に対してあらゆる分野での技術供
与を要請し、1985年前後には家電製品の輸出と対中技術供与が急速に拡大した。
　折しも、1984年から空前のカラーテレビブームとなり、品不足が深刻な問題となった。そこで新
規参入や投資拡大が全国各地で発生し、一斉に生産ラインの輸入に殺到した。1985年までに導入さ
れた119生産ラインの年産能力は1700万台に達し、そのうち日本から輸出された組立ラインの年産
能力は1280万台と推定されている(17)。しかし完成品の組立能力の増加に対して、ブラウン管の生
産はまったく対応できず、深刻な品不足が発生した。そこで、北京など三つの新設工場と咸陽の工
場の拡張を含めて、1986年に第二次カラーブラウン管製造プラントが導入されるようになった。そ
の際、従来の認可制度に変って国際入札方式が採用され、最初は製造設備の輸入を外国企業１社に
一括発注するの方針であったが、結果的に日系以外のメーカーも技術を供与し（東芝－咸陽、東芝
－上海、フィリップス－南京）、北京のブラウン管工場は最終的に松下電器産業との合弁事業に転
じた。
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(2) 完成品と部品の輸出
　1980年代は生産設備の輸出に加え、家電製品と部品も大量に日本から輸入されていた。1985年に
日本が中国に輸出したカラーテレビは646万台と、史上最高の対中輸出を記録し、過去最高と言わ
れた対米実績（1976年、297万台）の２倍以上の規模となった。
　完成品輸入が急増した背景には中国政府が1980年半ばに打ち出した「技貿結合」（技術と貿易の
結合）政策がある。「技貿結合」とは完成品輸入の代わりに生産技術と設備の供与を受ける政策を
指している。製品取引と技術取引を結びつけたこの政策は、家電製品の輸出と技術協力のブームを
生み出した。図Ⅳ－１に示されたように、カラーテレビと電子・電気関連の製造プラントの対中輸
出は、1980年代前半から半ば近くまで上昇していった。
　しかし1985年以降は、カラーテレビの対中輸出が減少し、プラントの輸出も1986年をピークにし
て激減した。対中輸出の減少の要因としては、同じ時期に急速に進行していた円高の影響も看過で
きないが、最大の原因は中国政府の厳しい輸入制限である。前述したように、輸入の急増は貿易収
支を大きく圧迫する一方、生産ラインの大量導入で重複投資と稼動率の低下などの問題も深刻と
なっていた。こうした状況を収拾するために、政府は生産設備や完成品の輸入を禁止に近い措置を
施行し、これによって1980年代後半から輸入が著しく減少したのである。
　しかしその一方で、1985年からカラーブラウン管の対中輸出は逆に急上昇し、1988年に452万本
を記録した。セットの生産が急速に拡大するなか、ブラウン管の現地生産能力が乏しく、輸入に依
存する状況が続いた。1989年以降はカラーブラウン管の輸出も減少し始めるが、これは輸入制限と
いうよりも、政府の要請を受けて日本のブラウン管メーカーが中国に進出し、ブラウン管の供給が
対中輸出から現地生産に転換していたことが主たる要因である(18)。
３　現地生産による市場参入
　以上の分析で明らかなように、中国家電産業の発展は日本の対中技術協力と製造機能の移管、基
幹部品の輸出が極めて大きな役割を果たし、それがなければ迅速な輸入代替化と量産体制の確立は
達成しえなかった。また、技術や設備の導入ばかりでなく、日系企業による基幹部品の現地生産も
重要な役割を果たした。
　中国の直接投資導入は、対外開放政策の一環として1970年代末から実施されているが、インフラ
や関連法制度の不整備、国内販売や事業分野の制限などの問題で、1980年代では外国企業の進出は
それほど活発ではなかった。日本家電各社の対中投資も僅かであり、カラーテレビの現地生産は日
立製作所（福州市、1981年設立）と三洋電機（深 市、 1984年設立）の合弁企業２社だけであった。
　1980年代後半からは完成品生産ラインの急増に基幹部品の生産が対応できなくなると、中国政府
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はブラウン管など投資負担の大きい基幹部品に対して、輸入代替の一部を外資系企業による現地合
弁生産に求め始めた。例えば、「北京松下彩色顕像管」(1987年設立、89年操業)、「深 「格日立彩
色顕示器」(1989年設立、91年操業)は、ブラウン管の国産化という国家プロジェクトへの協力とし
て設立された日系合弁企業である。
　このように、1980年代における対中技術協力や製品・部品の輸出に比べ、日本の家電産業の対中
直接投資は小規模に留まっていた。1980年代後半から急激な円高のもとで、日本家電メーカーのア
ジア進出が展開されたが、中国進出の遅れは目立っていた。その背景には中国政府の外資導入政策
によるところが大きい。対外開放により中国は積極的に直接投資の導入に踏み切ったものの、多く
の投資分野は許可、制限、禁止の業種に指定され、国内企業との直接競合することを回避する外資
政策が施行されていた。家電産業が制限された業種の一つであり、100社以上のローカル企業が混
戦し、供給過剰となったカラーテレビ産業では、外資系企業による市場参入が1990年代半ばまでほ
とんど許可されなかった。例えば、松下電器産業は1990年代初期にカラーテレビの現地生産を計画
し、以前の技術提供先でもある北京電視機廠との合弁を打診していたが、現地販売が主な要因で政
府からの許可が受けられないまま難航した(19)。
　また、既に進出を果たした外資系企業も国内市場へのアクセスが大きく制限されていた。外資導
入政策の重点及び様々な優遇措置は、輸出型企業と技術集約型企業の誘致に集中する一方で、現地
販売志向型の外資系企業に対して、出資率と現地調達率、輸出義務、輸出入均衡（外貨バランス）
などの厳しい施策を講じた。前述した日立が1981年に設立した合弁企業（福建日立電視機有限公
司）は、日本のテレビメーカーの先陣を切ってとはいえ、国内市場シェアの拡大ができず苦戦を強
いられていた。同社は現地生産、現地販売を目指して進出したが、輸出義務や外貨バランスなどの
問題で輸出向けの生産拠点にならざるをえず、国内市場の開拓は期待ほどの成果をあげられなかっ
た(20)。
　こうした状況は1993年頃から変化し始める。経済改革の深化と対外開放の加速化により、外資導
入の環境が大きく改善された。外国企業による家電市場参入も1995年前後に「解禁」された。折し
も、同じ頃に円高が進んでおり、日本の家電メーカーがそろって中国に進出し、多数の生産拠点を
設立した。カラーテレビ生産の現地法人として、松下（済南市）、日本ビクター（武漢市、福州
市）、三洋電機（東莞市）、ソニー（上海市）、東芝（大連市）、シャープ（南京市）などが挙げられ
るが、いずれも1995年から1997年にかけて設立された合弁企業である。日本企業以外にも、フィ
リップス、サムソン、ＬＧなども同じ時期にカラーテレビの現地生産を展開した。
　また、1990年代後半以降の対中投資は完成品の組立に留まらず、関連部品メーカーの進出も顕著
であり、包括的な生産移管であったと言える。これらの部品企業を枚挙する紙幅がないが、ブラウ
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ン管製造の他に、ガラスバルブ、シャドーマスク、偏向ヨーク、フライドバックトランス、ＩＣ
チップ、プリント板、チューナーなど、主要部品のほとんどが、この時期を境にして、現地で生産
されるようになる。
　ところが1996年頃から、外資系企業の参入とローカル企業の成長により、家電市場では価格競争
が激化するようになる。設立した直後の外資系企業も値下げ合戦に巻き込まれ、低価格製品の国内
販売を中心に苦戦を強いられた。外資系企業の市場シェアは台頭した中国有力企業に及ばない状況
となった。ただし、基幹部品や素材の生産については順調に拡大し、現在でも中国家電産業全体の
発展を支えている。
　近年では、ローカル企業との戦略的提携、Ｒ＆Ｄ拠点の新設、完成品の生産を高付加価値品に特
化するなどの動きも強まっている。例えば、松下が2001年に研究開発センター（北京市）、プラズ
マ（ＰＤＰ）テレビ生産の合弁企業（上海市）を設立し、2002年にローカル企業のＴＣＬ集団との
包括提携を合意した。日立も低価格テレビの生産から撤退する一方、2001年にプロジェクション・
テレビ生産の合弁企業（福州市）とそのブラウン管製造の合弁企業（深 市）を新設した。
　このように、日本企業が中国での新たな投資戦略を模索し、日中両国の家電産業における多様な
分業関係が形成されつつある。中国家電産業の競争力は着実に向上しているものの、現時点では
セットの生産に留まり、部品やデバイス、技術の少なからぬ部分を、日系企業をはじめとする外資
系企業に依存している。両者の間には競争を通じたダイナミックな関係も見られる。これらの点に
ついては下篇で再度整理してゆきたい。
注　釈
(1) 青柳・上原（1994）、12頁を参照。
(2) 丸川（1996）によれば、指定メーカー以外でのテレビ生産が可能となった理由は、配分システムの外でブ
ラウン管の密輸入や横流しが続いたためである。なお、ブラウン管配分による生産統制は1992年頃から自
由化されたという。
(3) 1995年からＣＴＶの地域生産集中度（ＣＲ４）が次第に上昇し、2000年では69.8％となっている（『中国
統計年鑑』各年版により算出）。
(4) 例えば夏・他（1999）によると、カラーテレビメーカー上位4社の生産集中度(ＣＲ４)は1990年で17.3％
しかなく、各企業の生産規模は非常に小さかった。なお1998年のＣＲ４は57.8％まだ上昇したという。
(5) カラーテレビの価格統制は1992年まで維持されていた。丸川（1996、11頁）によると、22インチのカラー
テレビの販売価格は1981年の2000元、82～85年の1700元、89年3000元、90年の2600元のように、高く設定
されていた。
(6) 青木（2000）によれば、税関の輸入統計に反映されていない家電製品の流入は二つのルートが挙げられる。
一つは特殊ルートとしての免税品であり、80年代中頃に特定売り場で門前市を形成していた時期もあった。
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いま一つは密輸入であり、とくに香港経由の南方回りの密輸入が90年代に入ってから急増したという。
(7) 丸川（1999、34頁）では、1995～97年のカラーテレビ密輸入台数はそれぞれ350、200、100万台であった
と述べている。なお、1998年以降は政府の厳しい取り締まりによって、家電のみならず密輸入全般が著し
く減少したとみられている。
(8) カラーテレビに対する関税保護や輸入制限などの分析は範（2002）を参照されたい。
(9) 丸川（1996）によれば、当時では公定価格1700元の18インチカラーテレビは闇取引市場での価格が3000元
以上に達したという。
(10)『中国物価五十年(1949～1998)』654頁より。
(11)『物価文件選編』1989年、304～311頁より。なお、松下以外の輸入ブランドもほぼ同じ水準の価格であり、
また輸入品に課する特別消費税も国産品と同じ金額であった。
(12)謝・他（1999）によれば、テレビ販売価格への政府による間接的な関与が1996年まで続いていたとみられ
る。
(13)国家計委と信息産業部による通知内容と長虹ＣＴＶの価格はそれぞれ『中国物価年鑑』（2000年版）の89
頁、37頁を参照されたい。
(14)国連貿易開発会議（ＵＮＣＴＡＤ）の発表による（日本経済新聞2002年10月25日）。
(15)1980年以後の金額は『中国対外経済貿易年鑑』各年版により、その以前は丸山（1988）を参照した。
(16)直接投資を通じた技術移転の効果についての実証分析は範（2001）を参照されたい。同研究は中国に進出
した日系機械工業企業における技術移転の効果を企業内部と外部に分けて検証し、直接投資が技術移転の
チャンネルであることを論じている。
(17)日本電子産業の対中設備輸出・技術移転の推移についての詳細は高城（1994）を参照されたい。
(18)中国全体のカラーブラウン管輸入（日本を含む）は、範（2002）が示したように、1990年以降むしろ増加
していたことを指摘しておきたい。
(19)筆者らによる松下電器産業本社へのインタビュー（2002年７月25日実施）。交渉難航のもう一つ理由は雇
用問題であった。つまり、相手企業の従業員数は6000人以上もあり、合弁した場合は1000人しか雇用でき
ず、残りの余業人員の雇用問題が大きなネックとなったという。
(20)日本経済新聞（2002年３月21日）によれば、日立製作所は2002年３月に福建日立電視機有限公司の48％の
持ち株を合弁相手に売却し、低価格のブラウン管テレビから撤退することになった。
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